
  

2014 年度決算について 

 
2014 年度決算は、学生生徒数減少に伴う校納金及び経常費補助金が減額し、財政運営は帰属収入の

減少により厳しい状況ではありましたが、学生生徒への教育環境整備の必要性から、長年懸案とされ

ていた全館トイレ改修工事を大規模事業として実施しました。 
学校会計基準では、会計年度毎に財務三表(資金収支計算書、消費収支計算書、貸借対照表)の作成と

公表が義務づけられており、以下、本年度決算について報告します。 
１．消費収支計算書は、当該年度の消費収入と消費支出の内容及び均衡の状態を明らかにすること

を目的としています。  
2014 年度は帰属収入が 4,708 百万円となりました。特に増減の大きかった科目としては、学生

生徒等納付金が補正予算比 20 百万円増の 3,559 百万円、手数料が検定料減により補正予算比 17
百万円減の 56 百万円、寄付金は 2016 年度まで募集する 130 周年記念事業募金の目標額を 70 百

万円としていましたが、30 百万円の募金額となり、寄付金全体としては補正予算比 42 百万円減の

66 百万円となりました。補助金については、経常費補助金算定基準における圧縮率増及び施設整

備費補助金の不採択により、補正予算比 84 百万円減の 669 百万円となりました。また、資産運用

収入は補正予算比 16 百万円増の 200 百万円となりました。 
基本金は全体で 195 百万円を組入れました。特に第 2 号基本金では「宮城学院教育環境整備資

金」の 23 百万円を大学､中学校･高等学校の施設設備整備費に充て第１号基本金に振替えました｡

「学術情報館建設資金」は 50 百万円を組入れました。「森のこども園建設資金」は 2014 年度に新

たに設立された基本金で「学術情報館建設資金」の組入れ計画変更により、同資金から 300 百万

円を振替えました。｢宮城学院施設拡充資金｣は創立 130 周年記念事業募金(2014 年度～2016 年度

募集)の内、17 百万円を組入れています。第 3 号基本金では、奨学基金 19 百万円及び教育基金 2
百万円を組入れました。 
帰属収入から基本金組入額を差し引いた消費収入は 4,512 百万円となり、補正予算比 25 百万円

増加となりました。 
支出の部では、人件費が 3,003 百万円となり補正予算比 8 百万円増となりました。教育研究経

費は 1,310 百万円となり補正予算比 9 百万円の減となりました。補正予算比で増減が大きい科目

では、学納金とは別に徴収している研修費等の実験実習料が大幅に増額し、実費精算されている

ことで旅費交通費が補正予算比 16 百万円増となっているなど、各支出科目に影響しています。 
管理経費は 244 百万円となり、補正予算比１百万円の減となりました。異例な支出として、退

職教員に関わる助成金の移管金及び障害者雇用納付金等を雑費科目に計上しました。 
以上により、消費支出は 4,572 百万円となり補正予算比 6 百万円増、消費収支差額は 60 百万円

の支出超過となりました。繰越消費収支差額は、前年度 978百万円に支出超過額 60百万円を加え、

翌年度繰越消費支出超過額は 1,039 百万円です。 



  

 
２．資金収支計算書は、学校法人の諸活動に関わる資金の収入及び支出の内容、支払資金の状況を

明らかにしたもので、資金の動きのすべてが対象となります。 
2014 年度の資金収入は、前年度繰越支払資金 2,583 百万円を含めた資金収入全体が 7,945 百万

円となり、前年度と比べて 227 百万円減となりました。資金収入から支出合計 5,440 百万円を控

除した次年度繰越支払資金は 2,504 百万円となり、前年度比 78 百万円の減となりました。 
  収入の部では、学生生徒等納付金収入、手数料収入、寄付金収入、補助金収入及び資産運用収

入は消費収入と同じですが、前年度比較では、借入金等収入が全館トイレ改修工事のため 160 百

万円を借入れし、学生生徒数の減少に伴う納付金等の前受金収入が 600 百万円で補正予算比 66 百

万円の減となりました。また、施設拡充引当特定資産からの繰入収入 23 百万円は、第 2 号基本金

から第 1 号基本金へ振替えたものです。 
   支出の部では、人件費支出の退職金支出 140 百万円は教職員退職者への退職金です。借入金等

返済支出は、さくら寮の建設資金借入返済を含め 144 百万円となっています。施設関係支出は 188
百万円で、前年度と比べ 149 百万円の増はトイレ改修工事等によるものです。設備関係支出は 40
百万円と前年度より 21 百万円減となりました。資産運用支出は、減価償却引当資産に、2014 年

度から募集した創立 130 周年記念事業募金寄付金の内、固定資産取得に関わらない事業の寄付金 8
百万円を｢130 周年記念事業引当特定資産｣として、また、15 百万円を｢学科設置等準備資金引当特

定資産｣として繰入れました。 
３．貸借対照表は、資産、負債、基本金及び消費収支差額で構成され、当該年度末の財政状態を表

すものです。 
2014 年度末では、総資産額は 23,889 百万円となり、前年度末 23,704 百万円から 184 百万円の

増加となりました。有形固定資産は前年度末で 212 百万円の減、その他の固定資産は 496 百万円

の増、流動資産 99 百万円の減です。 
負債は、長期借入金が 1,580 百万円、短期借入金が 160 百万円等により負債全体では、3,537

百万円で前年度末 3,488 百万円から 49 百万円増加しました。 
基本金は全体で 21,391 百万円となりました。前年度末から第 1 号基本金が 130 百万円増、第 2

号基本金 43 百万円増、第 3 号基本金 21 百万円の増となっています。 
消費収支差額は、当年度消費収支差額が支出超過 60 百万円により、△1,039 百万円となりまし

た。基本金と消費収支差額を加えた自己資本は 20,352 百万円となり、総資産に占める自己資金構

成比率は前年度と同率の 85.2%となりました。また、運用資産の蓄積度を示す内部留保資産比率

は、33.9%(前年度 32.7%)と僅かではあるが増加しています。 
４．正味財産は、資産総額 23,889百万円から負債総額 3,537百万円を差し引き、2014年度末で 20,352
百万円となりました。前年度末で 20,216 百万円であったので、136 百万円増となりました。  























Ⅰ資産総額 23,889,778,978 円
　 内　基本財産 12,246,459,919 円
　　　  運用財産 11,643,319,059 円

Ⅱ負債総額 3,537,668,647 円
Ⅲ正味財産 20,352,110,331 円

〔1〕 資産
12,246,459,919 円

　　 (1)土地 213,096.16 ㎡ 1,413,585,508 円
　　 (2)建物 70,131.17 ㎡ 8,201,529,480 円
　　 (3)図書 480,602 冊 2,124,498,904 円
　　 (4)教具・校具及び備品 2,284 点 322,986,972 円
　　　　　教具・校具 2,225 点 285,314,161 円
　　　　　その他の備品 59 点 37,672,811 円
　　 (5)その他 129 点 183,859,055 円
　　　　　構築物 108 点 183,071,818 円
　　　　　車輌 21 点 787,237 円
　　　　

11,643,319,059 円
　　 (1)預金・現金 2,504,899,743 円
　　　　　預金 2,504,899,743 円
　　　　　現金 0 円
　　 (2)積立金 8,511,504,241 円
　　　　　退職給与引当特定資産 1,017,903,177 円
　　　　　減価償却引当特定資産 5,185,239,158 円
　　　　　施設拡充引当特定資産 975,085,328 円
　　　　　第３号基本金引当資産 1,199,845,573 円
　　　　　育英運用資金等引当特定資産 133,431,005 円
　　 (3)有価証券 100,000 円
　　　　　株式 100,000 円
　　 (4)未収入金 129,210,792 円
　　 (5)前払金 18,474,789 円
　　 (6)その他 479,129,494 円
　　　　　長期貸付金 464,094,821 円
　　　　　敷金 281,560 円
　　　　　電話加入権 43 点 1,898,588 円
　　　　  施設利用権 1 点 1,643,880 円
　　　　　ソフトウェア 3 点 11,210,645 円

23,889,778,978 円

〔2〕 負債
2,598,103,177 円

　　 (1)長期借入金 1,580,200,000 円
　　 (2)退職給与引当金 1,017,903,177 円

939,565,470 円
　　 (1)短期借入金 160,840,000 円
　　 (2)未払金 92,785,422 円
　　 (3)前受金 601,068,485 円
　　 (4)預り金 84,871,563 円

3,537,668,647 円

20,352,110,331 円

財　　　産　　　目　　　録
2015（平成27)年3月31日現在

科　　　　目 金　　　　額

　　1　基本財産

　　2　運用財産

　　資産総額

　　1　固定負債

　　2　流動負債

　　負債総額

〔3〕 正味財産（資産総額－負債総額）







【参考資料】

学生生徒等

納付金75.6%

補助金14.2%

手数料 1.2%

寄付金 1.4%

資産運用収入
4.2%

事業収入
0.1% 雑収入

3.3%

帰属収入の構成比率(2014年度) 
(4,708,380千円)

教員人件費
42.5%

職員人件費
18.0%

その他人件費
5.2%

教育研究経費
28.6%

管理経費
5.3%

借入金等利息
0.1%

資産処分差額
0.2% 徴収不能引当

金繰入額
0.1%

消費支出の構成比率(2014年度)
(4,572,904千円)

4,801,480

5,512,636
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(単位 千円)

帰属収入と消費収支の推移

消費収入 消費支出 帰属収入

有形固定

資産
51.27%その他の

固定資産
37.63%

流動資産
11.10%

資産の部内訳(2014年度) 
(23,889,779千円)

基本金及び

消費収支

差額85.19%

固定負債
10.88%

流動負債
3.93%

負債の部・基本金の部及び

消費収支差額の部内訳(2014年度)   

(23,889,779千円)



【参考資料】財務比率表

固定資産

総資産

流動資産

総資産

固定負債

総資金

流動負債

総資金

自己資金

総資金

消費収支差額

総資金

固定資産

自己資金

固定資産

自己資金＋固定負債

流動資産

流動負債

総負債

総資産

総負債

自己資金

現金預金

前受金

退職給与引当特定預金（資産）

退職給与引当金

基本金

基本金要組入額

減価償却累計額（図書を除く）

減価償却資産取得価額（図書を除く）

100.0%

105.1%

48.9%

88.9%

11.1%

10.9%

3.9%

85.2%

-4.3%

100.0%

104.9%

43.5%

　　　２．評価欄　△…高い値が良い　▼…低い値が良い　～…どちらともいえない

2013年度

84.5% 85.3% 87.6% 83.4%88.3%

11.6%

4.0%

45.4% 44.9% 49.5% 48.0%

（注）１．算式欄　総資金＝負債＋基本金＋消費収支差額，自己資金＝基本金＋消費収支差額

94.4% 97.3% 97.1%

15 減 価 償 却 比 率 ～

14

43.3%

基 本 金 比 率 △ 95.7%

100.0% 100.0%

95.0%

100.0% 56.5% 67.1%

453.6% 380.5% 424.3% 327.9%415.3%

13 退職給与引当預金率 △

12 前 受 金 保 有 率 △ 440.6%

14.1% 14.4% 18.9% 14.3% 14.4%17.2% 17.4%

416.7%

12.6% 15.9% 12.5% 12.6%14.7% 14.8%

11 負 債 比 率 ▼

10 総 負 債 比 率 ▼ 12.3%

334.9% 351.2% 288.2% 308.7% 245.9%286.2% 282.3%

89.0% 91.5% 88.1% 97.7%92.1% 92.5%

9 流 動 比 率 △

8 固 定 長 期 適 合 率 ▼ 88.6%

96.4% 97.6% 104.1% 95.3% 99.2%103.6% 104.3%

-4.1% -4.4% -13.9% -12.2%-4.1%

7 固 定 比 率 ▼

6 消費収支差額構成比率 △ -3.9%

87.7% 87.4% 84.1% 87.5% 87.4%85.2%

4.2% 4.3% 5.4% 5.4%

5 自 己 資 金 構 成 比 率 △

4 流 動 負 債 構 成 比 率 ▼ 4.6%

7.7% 8.4% 11.6% 7.1% 7.2%10.6%

14.7% 12.4% 16.6% 13.3%

3 固 定 負 債 構 成 比 率 ▼

2 流 動 資 産 構 成 比 率 △ 15.5%

同規模法人
平均（2013

年度）

医歯系除く
平均（2013

年度）
備考

1 固 定 資 産 構 成 比 率 ▼ 86.7%

2014年度

○貸借対照表関係比率（学校法人全体）

比率 算式（＊100） 評価 2010年度 2011年度 2012年度



○消費収支計算書関係比率（学校法人全体）

人件費

帰属収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

帰属収入

管理経費

帰属収入

借入金等利息

帰属収入

帰属収入－消費支出

帰属収入

消費支出

消費収入

学生生徒等納付金

帰属収入

寄付金

帰属収入

補助金

帰属収入

基本金組入額

帰属収入

減価償却額

消費支出
8.9%

2014年度

63.8%

84.4%

27.8%

5.2%

0.1%

52.4%62.4%

6.5%

8.8%

65.5% 59.1% 65.5%

7.3%

2.9%

25.1%

4.4%

0.0%

7.6%

98.7%

74.4%

7.0% 7.8% 9.9% 11.7%

4.6% 3.3% 11.4% 12.1%

12 減 価 償 却 費 比 率 ～

11 基 本 金 組 入 率 △ 10.0%

12.1% 18.9% 15.2% 12.4% 12.8%14.2%

4.2%

13.5%

2.2% 1.3% 1.4% 2.2%1.1% 1.4%

10 補 助 金 比 率 △

9 寄 付 金 比 率 △ 1.6%

77.9% 70.5% 73.1% 51.2% 72.4%75.6%

101.0% 102.2% 106.2% 107.8%101.3%

8 学生生徒等納付金比率 ～

3.6% 1.2%6.0%

7 消 費 収 支 比 率 ▼ 104.5%

6 帰 属 収 支 差 額 比 率 △

0.1% 0.1% 0.3% 0.3%

5.9% 5.2%

6.2% 7.7% 8.8%

5 借 入 金 等 利 息 比 率 ▼

4

0.1%

管 理 経 費 比 率 ▼ 4.6%

23.0% 32.3%

4.7%

26.5% 35.2% 31.5%

83.8% 89.7% 96.9% 72.4%83.8%

3 教 育 研 究 経 費 比 率 △

1 人 件 費 比 率 ▼

医歯系除く平
均（2013年

度）
備考

2 人 件 費 依 存 率 ▼ 84.1%

2013年度

49.6%

比率 算式（＊100） 評価

（注）評価欄　△…高い値が良い　▼…低い値が良い　～…どちらともいえない

2010年度 2011年度 2012年度
同規模法人平
均（2013年

度）



○消費収支計算書関係比率（大学部門）

人件費

帰属収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

帰属収入

管理経費

帰属収入

借入金等利息

帰属収入

帰属収入－消費支出

帰属収入

消費支出

消費収入

学生生徒等納付金

帰属収入

寄付金

帰属収入

補助金

帰属収入

基本金組入額

帰属収入

減価償却額

消費支出

2013年度

58.3%

2014年度

62.2%

73.9%

27.7%

3.6%

0.1%

9.1%

56.0%

7.7% 8.0% 11.7%

4.3%

9.2%

49.3%

72.9%

25.1%

2.8%

0.0%

0.8%

12.6%

6.2% 9.8%

9.1%

59.8%

12.0%

0.6%

12 減 価 償 却 費 比 率 ～

11

7.7%

8.0% 8.0%

4.3%

62.2%

0.1% 0.1%

4.0% 2.3%

9.2%

基 本 金 組 入 率 △

1.9% 1.3%1.0%

11.3% 11.0%9.1%10 補 助 金 比 率 △

9 寄 付 金 比 率 △ 1.4%

83.7% 83.7% 80.6% 77.7% 79.5%81.9% 84.2%

1.4% 1.1%

88.9% 95.3% 106.5% 101.8%91.5% 96.0%

8 学生生徒等納付金比率 ～

14.9% 5.4%14.9%

7 消 費 収 支 比 率 ▼ 88.9%

6 帰 属 収 支 差 額 比 率 △ 0.2% 8.2%

5.1% 10.5% 7.2%

0.4% 0.2%

6.2%

5 借 入 金 等 利 息 比 率 ▼

4

0.1%

管 理 経 費 比 率 ▼ 2.7%

23.0% 23.0%

2.7%

27.2%

69.6% 77.2% 72.1% 62.0%

32.3% 33.9%3 教 育 研 究 経 費 比 率 △

1 人 件 費 比 率 ▼

医歯系除く大
学部門平均

（2013年度）
備考

2 人 件 費 依 存 率 ▼ 69.6%

58.3%

比率 算式（＊100） 評価

（注）評価欄　△…高い値が良い　▼…低い値が良い　～…どちらともいえない

2010年度 2011年度 2012年度
単一学部その
他学部平均

（2013年度）




